
1 

健 発 0 1 0 7 第 １ 号  

令 和 ３ 年 １ 月 ７ 日  

 

   都道府県知事  

各 保健所設置市長  殿 

   特 別 区 長 

 

厚生労働省健康局長  

（公 印 省 略）  

  

 

新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令の一部 

を改正する政令等について（施行通知） 

 

 新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス

（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を

有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。以下単に「新型コ

ロナウイルス感染症」という。）については、本日、新型コロナウイルス感染症を指

定感染症として定める等の政令の一部を改正する政令（令和３年政令第４号）、新型

コロナウイルス感染症を検疫法第三十四条第一項の感染症の種類として指定する等

の政令の一部を改正する政令（令和３年政令第５号）、新型コロナウイルス感染症を

指定感染症として定める等の政令第三条の規定により感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律施行規則の規定を準用する場合の読替えに関する省令

の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第１号）及び新型コロナウイルス感染

症を検疫法第三十四条第一項の感染症の種類として指定する等の政令第三条の規定

により検疫法施行規則の規定を準用する場合の読替えに関する省令の一部を改正す

る省令（令和３年厚生労働省令第２号）が公布及び施行された。 

 これらの命令の概要は、下記のとおりであるので、貴職におかれては、内容を十分

御了知いただくとともに、貴管内市町村及び関係機関等への周知を図り、その施行に

遺漏なきを期されたい。 
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記 

 

 

１ 新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令の一部を改正す

る政令及び新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令第三条

の規定により感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則

の規定を準用する場合の読替えに関する省令の一部を改正する省令 

 

（1）改正の趣旨 

○ 新型コロナウイルス感染症については、新型コロナウイルス感染症を指定感

染症として定める等の政令（令和２年政令第 11 号。以下「指定感染症指定令」

という。）により、 

・ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律

第 114 号。以下「感染症法」という。）第６条第８項の指定感染症として定め

られており（第１条）、 

・ 準用する感染症法の規定及び所要の読替えを規定することで、都道府県知

事（保健所設置市の長及び特別区の長を含む。）が感染症法第 19 条及び第 20

条の入院の勧告・措置等の必要な措置を講ずること等を可能としているとこ

ろ（第３条）。 

○ また、指定感染症指定令により感染症法を準用するに当たり、新型コロナウ

イルス感染症を指定感染症として定める等の政令第三条の規定により感染症

の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の規定を準用す

る場合の読替えに関する省令（令和２年厚生労働省令第９号。以下「指定感染

症読替省令」という。）において、感染症法の規定に基づく感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律施行規則（平成 10 年厚生省令第 99 号）

を準用するに当たっての所要の読替えを設けている。 

○ 指定感染症としての指定の期間については、 

・ 感染症法第７条第１項において､１年以内の政令で定める期間とされてお

り､ 

・ 同条第２項において、上記の期間の経過後なお特に必要であると認められ

る場合には、１年以内の政令で定める期間に限り延長することができること

とされている。 

○ 指定感染症指定令第２条において、感染症法第７条第１項の政令で定める期

間は、新型コロナウイルス感染症については、指定感染症指定令の施行の日以

後同日から起算して１年を経過する日までの期間（令和３年１月 31 日）とさ

れているところ、今般、当該期間の経過後も必要な措置を継続するため、指定

感染症としての指定の期間を１年間延長することとする。 
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（2）改正の内容 

   新型コロナウイルス感染症について、指定感染症としての指定の期間を１年間

延長し、令和４年１月 31 日までとする。また、これに伴い、指定感染症読替省

令の失効期限についても１年間延長し、令和４年１月 31 日とする。 

 

（3）施行期日 

   公布の日（令和３年１月７日）から施行する。 

 

２ 新型コロナウイルス感染症を検疫法第三十四条第一項の感染症の種類として指定

する等の政令の一部を改正する政令及び新型コロナウイルス感染症を検疫法第三十

四条第一項の感染症の種類として指定する等の政令第三条の規定により検疫法施行

規則の規定を準用する場合の読替えに関する省令の一部を改正する省令 

 

（1）改正の趣旨 

○ 新型コロナウイルス感染症については、新型コロナウイルス感染症を検疫法

第三十四条第一項の感染症の種類として指定する等の政令（令和２年政令第 28

号。以下「準用感染症指定令」という。）により、 

・ 検疫法（昭和 26 年法律第 201 号）第 34 条第１項の感染症（以下「準用感染

症」という。）として定められており（第１条）、 

・ 準用する検疫法の規定及び所要の読替えを規定することで、検疫所長が同法

に基づく隔離・停留等の必要な措置を講ずること等を可能としているところ

（第３条）。 

○ また、準用感染症指定令により検疫法を準用するに当たり、新型コロナウイル

ス感染症を検疫法第三十四条第一項の感染症の種類として指定する等の政令第

三条の規定により検疫法施行規則の規定を準用する場合の読替えに関する省令

（令和２年厚生労働省令第 16 号。以下「準用感染症読替省令」という。）におい

て、検疫法の規定に基づく検疫法施行規則（昭和 26 年厚生省令第 53 号）を準用

するに当たっての所要の読替えを設けている。 

○ 準用感染症としての指定の期間については、 

・ 検疫法第 34 条第１項において､１年以内の期間とされており､ 

・ 同条第２項において、上記の期間の経過後なお特に必要であると認められる

場合には、１年以内の政令で定める期間に限り延長することができることとさ

れている。 

○ 準用感染症指定令第２条において、検疫法第 34 条第１項の政令で定める期間

は、新型コロナウイルス感染症については、準用感染症指定令の施行の日以後同

日から起算して１年を経過する日までの期間（令和３年２月 13 日）とされてい

るところ、当該期間の経過後も必要な措置を継続するため、準用感染症としての

指定の期間を１年間延長することとする。 
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（2）改正の内容 

   新型コロナウイルス感染症について、準用感染症としての指定の期間を１年間

延長し、令和４年２月 13 日までとする。また、これに伴い、準用感染症読替省

令の失効期限についても１年間延長し、令和４年２月 13 日とする。 

 

（3）施行期日 

   公布の日（令和３年１月７日）から施行する。 

 


